
【整備前】
昭和43年から昭和44年にかけて農業

構造改善事業により整備されているが、
20a前後の狭小な区
画のため作業効率
が悪く、また畦畔等
の維持管理に時間
を要し、経営の規模
拡大に支障を来して
いた。

○ モデル的に区画拡大工事を実施するため、農
業法人でも機動的かつきめ細かな整備ができる
農地耕作条件改善事業を活用し、平均区画面
積を70aに拡大、その結果、
畦畔延長が約64％削減。

○ 作業性の向上と水管理
や畦畔草刈りにかかる維
持管理労力の低減を実現。

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

基

盤

○位置
宮城県栗原市 （過疎、山村、特農）

○主要作物
・水稲（米粉用新規需要米含む）、花き 等

○主な支援施策
・大規模経営体育成事業（H27～H29）

・農地耕作条件改善事業(R1～R4）

くりはらし

区画拡大による作業性の向上と維持管理労力の低減

法人の経営規模拡大と雇用の創出

○ 区画拡大により作業効率が向上し、経営規模の
拡大が可能となった。また、売上高も上昇。

【宮城県栗原市】中山間地域における持続可能な農業経営の取組
くりはらし

基盤
整備

狭小な区画

（R1年～R4年）

宮城県

金田地区
かねた

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

担

い

手

担い手協定による事業推進

○ 平成28年に地区内の２法
人８個別経営体により「金
田地区農業担い手連携協
定」を締結。

○ 現在、金田地区300haの
うち、200haを担い手に集積。

加
工

・
流
通

経営多角化の推進

○ 「農業生産法人川口グリーン
センター」では、早くから米粉の
生産、販売を開始。独自のフレ
ンドリーチェーン事業（開業支
援）を展開し、年々店舗数を拡
大(H23：8店舗→R2：20店舗)。

フレンドリーチェーン事業

で開業した渋谷店

○ 過疎化が進む地域に
とって貴重な雇用を創
出。持続可能な農業経
営と地域農業・暮らしを
支えている。

3

14

H13 R2

正社員数(人)

※社員のうち､4名が20～30 歳代
※女性も雇用(5名)

法人の経営規模

３

○ 直接販売にも力を入れ、通信販売やネット販売
に加え、令和２年度からは米の輸出にも取り組み、
アメリカへ1.6t輸出。令和2年度以降も契約継続中
（R4実績：アメリカ4.8t、フランス5t、計9.8t)。

○ 法人では、米以外にも花き部門経営による雇用
維持及び周年就労の確保のほか、地元商店が
減少する中、農産物直売所も運営。

○ 平成28年に地域農業を守るため、 ２法
人８個別経営体の担い手により「金田地
区農業担い手連携協定」を締結。

○ 農業法人でも機動的かつきめ細かな整
備ができる農地耕作条件改善事業を活
用。地区の中心的な担い手である「農業
生産法人川口グリーンセンター」が事業主
体となり実施。

○ 経営規模拡大や雇用創出など法人の
農業経営や地域生活に寄与。

○ 米粉生産・販売のほか米の輸出にも取
り組み、経営多角化を推進。
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○ ロボット、ＡＩ、ＩｏＴなどのデジタル技術を活
用した「スマート農業」を取り入れることにより、
更なる収量増、生産効率の向上及び生産コス
トの削減を目指す。

○ 大区画ほ場整備と併せ、農地中間

管理事業による農地集積、園芸メガ

団地整備による産地づくりを三位一

体で進める「あきた型ほ場整備」を実

施。

○ 営農の支障となる石礫を破砕処理

し、高収益作物への転換を実現。

○ 県内トップクラスのねぎ作付けによ

り、販売額向上を目指すとともに「末

広ねぎ」としてブランド化を推進。

○ 高収益作物の生産拡大による地域

の雇用を創出。

【整備前】
○ 地域内の水路の多くが用排兼用であり、

道路・区画ともに狭小で作業効率が悪い。

○ 高い地下水位により、排水不良が生じ
ていた。

ほ場の大区画化により営農の省力化を図るとともに、
石礫の破砕処理や地下かんがいの導入により水田の
汎用化を進め、高収益作物の生産を拡大。

【工夫のポイント】

基

盤 （H27年～）

生

産

現

場

「高収益作物」の栽培を促進 基盤整備とスマート技術が

一体となった収益力の向上

地
域
の
取
組

地域と特産品の認知度向上

○ 機械化農業の取組と併せ、暗渠排水による
地下水位の低下、石礫の破砕処理等の効果
が発揮され、ねぎの収益が向上。

○ 園芸メガ団地事業により、ねぎの集出
荷調製施設の整備や農作業機械を導入
し、作付から収穫・箱詰めまで一貫した生
産体制を確立。

担

い
手

これからの農業を守る若い担い手の確保

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
秋田県鹿角市

○主要作物

・水稲、ねぎ、キャベツ 等

○主な支援施策

・農業競争力強化農地整備事業（H27～R4）

・農地耕作条件改善事業（H30～）

・園芸メガ団地等大規模園芸拠点育成事

業（R1～R2)

秋田県

末広地区

かづのし

すえひろ

【秋田県鹿角市】基盤整備を契機とした「ねぎ」のブランド産地化に向けた取組
かづのし

農業の成⻑産業化

大区画化されたほ場

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

ドローンによる農薬散布GPS自動操舵農機による畝立て

大区画化・汎用化による営農の省力化と
高収益作物の生産拡大

ねぎ収穫状況 用排兼用土水路排水不良田

選別・出荷施設

○ 関東圏との農業交流を通じて、
鹿角市と「末広ファーム」をＰＲする
とともに、地域活性化に寄与。

○ 「末広産あきたこまち」を
ふるさと納税返礼品に採用。
今後「末広産ねぎ」を追加予定。

ふるさと納税返礼品

○ 地域雇用を積極的に進めるほか、
機械化により「農作業＝重労働」のイ
メージが払拭されたことで、若年層の
社員が増加（現在若手社員７名）。

○ 女性雇用も積極的に推進し、２名の
女性社員がねぎ担当として活躍。

○ 農地中間管理機構の活用等により、地区内農地の93%
を担い手に集積。

若手（担い手）の雇用

雪中キャベツ収穫体験

【出典：末広ファーム聞取実績】

ねぎ収量（kg/10a） ねぎ収入（千円）

令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

４

末広産ねぎ



○ H22に県営ほ場整備事業に着手し
たが、H23.3東日本大震災による原発
事故により避難指示区域に指定され、
事業を一時休止（H26に事業再開）。

○ 本地区をモデル地区として、ハード・
ソフト施策を集中的に投入し、その成
果を横展開するため、「浜農業の未来
を拓く先駆けプロジェクト」を立ち上げ。

○ ほ場整備を契機に、生産組合（任意
組織）を設立（H22）、H31.2から「（株）
飯崎生産組合」に移行し、規模を拡大。

○ スマート農業技術を経営に取り入れ、
作業の省力化や効率化を図るとともに、
収量・品質の向上を実現することで、
雇用を確保し、帰還を促進。

地
域
の
取
組

区画整理や暗渠排水（約107ha）
により、ブロッコリー・玉ねぎなど高
収益作物の生産が拡大。

【工夫のポイント】

基

盤

生

産

現

場

モデル地区としてハード・ソフト施策を集中的に実施 ハード・ソフト一体の取り組みによる収益力強化

○ 「浜農業の未来を拓く先駆けプロジェクト」として、
営農計画策定段階から、県（整備部、普及部）、
市、改良区、地元等が一体となり
ハード・ソフト施策を集中的に実施。
・ハード施策

地耐力増強客土、暗渠排水等
・ソフト施策

担い手への農地集積や法人化に
向けた支援、栽培技術支援等

【取組地域の概要】

○位置
福島県南相馬市

○主要作物
・水稲、大豆、ブロッコリー、玉ねぎ 等

○主な支援施策
・経営体育成基盤整備事業

・福島再生加速化交付金

・福島県営農再開支援事業

福島県

飯崎地区

みなみそうまし

はんさき

【福島県南相馬市】先端技術を活用した省力化・効率化の取組
みなみそうまし

⾷料安保 団体営

【整備前】
ほ場は10a区画と狭小で、農道

は幅員が狭く、用排水路は土水路
のため、維持管理に多大な労力。

ほ場整備による水田の汎用化

５

デジ⽥ ⼥性活躍

（H26～）

（R2～）

被災状況復旧後 ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ作付状況

客土工事

大豆生産指導
現地検討会

スマート農業技術の導入

スマート農業技術導入の主な効果

○ 農地中間管理事業を活用し、飯崎地区の農地の
約６割を飯崎生産組合に集積。

○ R３年度の玉ねぎの収量は前年比約29％増。
○ ほ場整備を契機に、新たな法人の参入やブロッコ

リー・玉ねぎなど高収益作物の生産が拡大。

自動操舵田植機

ﾄﾞﾛｰﾝでの農薬散布

○ 「（株）飯崎生産組合」では、福島
県営農再開支援事業により、以下
のスマート農業技術に係る実証事
業を実施（R2～R3）。

① 自動操舵の密苗仕様田植機の
導入。

② 自動操舵トラクターによる大豆播
種。

③ ドローンによる大豆の農薬散布。
④ スマートフォンによる水管理シス

テムの導入。

（株）飯崎生産組合
では、実証事業の
結果を基に活動を
深化予定。

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝによる
水管理ｼｽﾃﾑ

整備前

○ 密苗・直進アシスト田植機

○ 自動操舵トラクタ

○ ドローン防除

播
種
作
業
時
間

【原発事故】
H23.3原発事故で地区は

避難指示区域に指定。
営農・農地管理が不可。

草刈り等の管理が
なされていない農地

基盤
整備

(H22～25年)

復旧
復興
(H26年～)

（H22～H25）



【取組地域の概要】

○ 農地の大区画化と安定した用水利

用が可能となり、高収益作物の生産

を地区全域で展開するとともに、更な

る付加価値向上のために有機農業に

も取り組む。

○ 地区内外から多様な担い手を確保

し農地の９割以上を担い手に集積・集

約化。

○ 高収益作物の生産拡大に伴い、新

たな販路を開拓するとともに、加工・

販売による６次産業化を開始。

○ 園児による収穫体験や学校給食へ

食材を提供する「食育」も推進。

コウノトリとれんこん田

【整備前】
農業従事者の高齢化に加

え、ほ場が不整形で、農道
も狭小であることから、耕作
放棄地の増加が懸念。

区画整理により、作業効率が向上するとともに、畑地かんがい施設を
整備したことで、用水を活用して高収益作物の生産を拡大。

【工夫のポイント】

基

盤

区画整理と畑地かんがい施設の整備による高収益作物の生産拡大

（H20年～R2年）

加
工
・流
通

生

産

現

場

高収益作物で販路拡大 加工・販売で６次産業化

有機栽培などの高収益作物を全域で展開

陸稲を中心とした営農から
高収益作物の生産拠点に

ドローンによる
農薬散布実演状況

基盤整備

○位置
茨城県常陸大宮市

○主要作物
・かんしょ、にんじん、ほうれんそう 等

○主な支援施策
・県営畑地帯総合整備事業（H20～R2）

・国営かんがい排水事業（H4～）

・国営附帯県営かんがい排水事業（H7～）

茨城県

三美地区

ひたちおおみやし

みよし

【茨城県常陸大宮市】基盤整備を契機とした高収益作物の生産拠点化と有機栽培の推進
ひたちおおみやし

農業の成⻑産業化⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

未整備で不整形なほ場ねぎも大型機械で収穫可能に 定植時のかん水

施設での有機栽培

○ 事業を契機に地区外からの法人が参入す
るなど多様な担い手を誘致。 （法人３、個人４）

○ 農地中間管理機構を活用し、農地の93%
を担い手に集積、集約化も実現（97%） 。

○ 法人が、新規就農希望者を研修生として
受け入れ、新たな担い手の候補を育成。

担

い
手

法人などで多様な担い手を確保

○ かんしょの販路を、大手食品加工会社との契約
取引で拡大。

○ かんしょを焼き芋、なすを漬物に加工し、道の駅
で販売するなど、６次産業化の取組を開始。

有
機
農
業
の
取
組

地区内産出額の推移（推定）
ほ場での収穫体験

焼き芋の
店頭販売

○ 参入した法人が、露地ではかんしょ、ベビー
リーフ、施設では葉物野菜などの有機農業を展
開。

○ 有機農産物以外でも、ねぎやいちごなど高収
益作物を生産・拡大。

○ 園児による有機野菜の収穫体験や、学校給
食への提供により、「食育」の機会を創出。

高収益作物の生産拡大に伴い、地区
内産出額が飛躍的に増加。

６



○ いちご団地の創設により、水稲中心の
作付から高収益作物へ転換し、収益向上
を図る。

○ 宇都宮市は、大谷石の地下採掘
場跡地の冷熱を活用して栽培するい
ちごの産地化を計画。

○ いちごの産地化に向けて、企業２
社等が事業実施主体となり、ほ場の
大区画化や農道の整備等の基盤整
備を実施。

○ 農地バンクを活用し、地区内農地
の約９割を企業２社に集積することで
いちご団地を創設。

○ 近隣の道の駅などで生産したいち
ごを販売するほか、ジャムに加工し、
販売するなど多様な販路を確保し収
益力を向上。

【整備前】
ほ場は狭小で不整形なうえ、農道に接し

ていないほ場が多く、農作業に支障を来し
ており、耕作放棄が懸念。

企業２社等が事業実施主体となり、ほ場の大区
画化や農道の整備等の基盤整備とともに、市の事
業を活用したハウス建設(R３～)により、いちご生
産の環境づくりを推進。

【栃木県宇都宮市】特色ある地域資源を活用したいちごの産地化に向けた基盤整備

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

基

盤

○位置
栃木県宇都宮市

○主要作物
・いちご

○主な支援施策
・農地耕作条件改善事業 （R２～R４）

・園芸作物生産施設等整備事業（R３～：市単独）

補助事業を活用したいちご生産の環境づくり

（R3年～）
基盤整備

生

産

現

場

冷熱エネルギーを活用したブランドいちごの生産

○ 地下採掘場跡地の冷熱を地上
に引き上げ、いちごの株元を冷や
し収量増を図る「クラウン冷却」と
いう栽培方法で、「大谷夏いちご」
の生産を開始。

う つ の み や し

高収益作物の生産拡大

栃木県

上駒生地区
かみこまにゅう

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

加
工

・
流
通

収益力向上につながる多様な販売経路

○ 生産したいちごを県内ケーキ
店や近隣の道の駅で販売する
ほか、自社工場でジャムに加工
し販売することで収益力向上を
図っている。

狭い農道
整備後

うつのみやし

いちごの栽培状況

いちごジャム

担
い
手

○ 基盤整備に併せて、農
地バンクを活用し、地区
内農地の約９割をいちご
生産の担い手である企業
２社に集積。
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集積率(％)
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農地バンクを活用した担い手への農地集積
1,752 

7,902 
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生産額(千円)

約4.5倍
(R4時点)

水稲･小麦･大豆

いちご

７

整備前（不整形な区画）

※生産額は県の平均的な単収、単価を用いて試算



○ 梨と露地野菜の園芸産地づくりに

向けて、水田の畑地化や舗装道路整

備等の基盤整備を実施。

○ 地域の梨農家の話合いにより、地

区外農家も加えた梨団地利用組合を

設立し、機械の共同利用等による効

率的な生産体制を確立。

○ 地域と町が連携し、外部からの農

業生産法人（企業）を誘致。

○ 農地バンクを活用し、地区内農地

の約９割を担い手に集積・集約化。

○ 農地バンクを活用し、担い手への農地
集積率が大幅に向上。換地処分後（R6）
に利用権設定し、地区内農地の約９割を
担い手に集積・集約化。

【整備前】
地域内の農地は狭小・不整形で、農道

は狭いことから、効率的な営農に支障。

水田を含む地区内の全ほ場を畑地化し、かんがい施設の整
備により用水の安定供給を図るとともに、排水路の管路化や舗
装道路の整備により農地の排水性や集出荷等の利便性を向上
させることで、梨と露地野菜の生産が大幅に拡大。

【工夫のポイント】

基

盤

園芸作物の生産拡大に向けて、基盤整備により耕作条件を改善

（R2年～）

生

産

現

場

梨団地利用組合による梨の生産振興

園芸作物の生産拡大

地
域
の
取
組

○ 地域の梨農家の話し合いにより、地区外農
家も加えた稲毛田梨団地利用組合を設立。

○ ブランド梨「にっこり」の共同育苗、梨棚の
設置、共同利用機械の導入等、効率的な生
産体制を確立。

○ 分散した既存の梨畑の集約と併せて新た
に梨畑を造成し、約７haの梨団地が誕生。

○ 地域と町が連携し、外部から農業生産
法人（企業）を誘致。

○ 整備された農地において、令和４年度は、
約５haの畑地でキャベツ等を生産。

担

い
手

農業生産法人を誘致しキャベツの生産を開始

基盤整備

【取組地域の概要】

○位置
栃木県芳賀郡芳賀町

○主要作物
・梨、キャベツ、ねぎ 等

○主な支援施策
・県営農地中間管理機構関連

農地整備事業 （R2～）

・産地生産基盤パワーアップ事業 （国庫）

（R2～）

栃木県

稲毛田地区

はがぐんは がまち

いなげた

【栃木県芳賀郡芳賀町】園芸産地づくりに向けた基盤整備の取組
は が ぐん は が まち

農業の成⻑産業化

○ 地区全体で園芸作物の作付面積
が5.6ha（R1）から15.2ha(R4)に拡大
し、 生産額は25百万円（R1）から
83百万円(R7)に増加する見込み。

※梨は、基盤整備後(R3)に苗木を新植した

ため、R7年度頃に収穫を開始する予定。

⾷料安保 デジ⽥ 団体営 ⼥性活躍

狭い土砂道路狭小・不正形な区画
整備された畑地 整備された排水路と道路

整備された梨棚

にっこり

キャベツの収穫・輸送
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梨団地エリア

農地バンクの活用による集積率の向上
集積率・集約化率(%)
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